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(57)【要約】
【課題】簡易に構築することが可能で、かつ、地中の間
隙水圧の上昇を最小限に抑えることを可能とした二酸化
炭素圧入井および二酸化炭素の地中圧入方法を提案する
。
【解決手段】内部に隔離された圧入路２と排水路３とを
備える二酸化炭素圧入井１とこれを利用して地中に二酸
化炭素４０を圧入する二酸化炭素の地中圧入方法であっ
て、一方の圧入路２を介して輸送された二酸化炭素４０
を、二酸化炭素圧入井１の先端部に形成された圧入孔２
１から地中に圧入するとともに、二酸化炭素圧入井１の
先端部であって圧入孔２１の下方に形成された減圧孔２
２から当該二酸化炭素圧入井１内に流入した地下水５０
を、排水路３を介して汲み上げることにより行う。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内部に排水路と圧入路とが設けられ、先端部が二酸化炭素貯留対象領域に配置されるよ
うに形成された二酸化炭素圧入井であって、
　前記圧入路を介して圧送された二酸化炭素を前記二酸化炭素貯留対象領域に圧入するた
めの圧入口と、前記二酸化炭素貯留対象領域の地下水を前記排水路に導入するための減圧
口と、を前記先端部に有し、
　前記圧入口と前記減圧口とが間隔をあけて上下に配置されていることを特徴とする、二
酸化炭素圧入井。
【請求項２】
　前記圧入口が、前記減圧口の上方に配置されており、
　前記減圧口または前記減圧口の周囲に、前記二酸化炭素を検知する検知手段が配設され
ていることを特徴とする、請求項１に記載の二酸化炭素圧入井。
【請求項３】
　内部に二つの隔離された流路を備える二酸化炭素圧入井を利用して地中に二酸化炭素を
圧入する二酸化炭素の地中圧入方法であって、
　一方の前記流路を介して輸送された二酸化炭素を、前記二酸化炭素圧入井の先端部に形
成された圧入口から地中に圧入するとともに、
　前記二酸化炭素圧入井の先端部であって前記圧入口の下方に形成された減圧口から当該
二酸化炭素圧入井内に流入した地下水を、他方の前記流路を介して汲み上げることを特徴
とする、二酸化炭素の地中圧入方法。
【請求項４】
　前記減圧口または前記減圧口の周囲に、前記二酸化炭素を検知する検知手段が配設され
ており、
　前記検知手段が二酸化炭素を検知した場合には、前記圧入口からの二酸化炭素の注入圧
力を低下させるとともに、前記減圧口からの排水量を低下させることを特徴とする、請求
項３に記載の二酸化炭素の地中圧入方法。
 

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、二酸化炭素圧入井および二酸化炭素の地中圧入方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　地球の温暖化対策として、二酸化炭素を地中に貯留する方法がある。
　二酸化炭素の地中貯留は、貯留効率と地上への漏洩阻止の観点から、深度１０００ｍ程
度以深に超臨界状態で貯留されるのが望ましいとされている。
【０００３】
　このような二酸化炭素の地中貯留では、高圧、長区間の圧入井により、１圧入井当たり
の注入可能量を大きくするのが経済的である。
　ところが、二酸化炭素の地中への圧入は、地中の間隙水圧の大きな上昇を引き起こし、
地下水圧の変動、地盤隆起、遮蔽層の破壊等が生じるおそれがある。
【０００４】
　そのため、特許文献１には、間隙水圧の上昇を小さく抑えることを目的として、高透水
層の地下水を揚水井から汲み上げて、この地下水に二酸化炭素を微細気泡化して混合する
ことで気液混合流体を生成し、この気液混合流体を注入井により高透水層に注入する二酸
化炭素の処理方法が開示されている。
【特許文献１】特開２００８－６３６７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００５】
　前記従来の二酸化炭素の処理方法は、揚水井と注入井との複数の坑井を形成する必要が
あるため、経済性に劣っていた。
　また、揚水井と注入井とが所定の間隔を有して形成されているため、注入井近傍の圧力
上昇が生じることが懸念されていた。
【０００６】
　本発明は、前記の問題点を解決することを目的とするものであり、簡易に構築すること
が可能で、かつ、地中の間隙水圧の上昇を最小限に抑えることを可能とした二酸化炭素圧
入井および二酸化炭素の地中圧入方法を提案することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　前記課題を解決するために、本発明の二酸化炭素圧入井は、内部に排水路と圧入路とが
設けられ、先端部が二酸化炭素貯留対象領域に配置されるように形成されており、前記圧
入路を介して圧送された二酸化炭素を前記二酸化炭素貯留対象領域に圧入するための圧入
口と、前記二酸化炭素貯留対象領域の地下水を前記排水路に導入するための減圧口と、を
前記先端部に有し、前記圧入口と前記減圧口とが間隔をあけて上下に配置されていること
を特徴としている。
【０００８】
　本発明によれば、地中への二酸化炭素の圧入と、間隙水圧の減圧を目的とした地下水の
排水とを１本の二酸化炭素圧入井で行うことができるため、二酸化炭素を地中処理するた
めの設備を簡易に構築することが可能となる。また、圧入口と減圧口とが上下に配設され
ているため、二酸化炭素の圧入に伴う圧力上昇を効率的に減圧し、圧力上昇域が広がるこ
とがない。
【０００９】
　また、二酸化炭素は、地層水よりも比重が小さいため、前記圧入口が前記減圧口の上方
に配置されていれば、浮力で上昇し、圧入口よりも下方に配置された減圧口への二酸化炭
素の流入を防止することができる。
　また、二酸化炭素の圧入により上昇した間隙水圧を、圧入口の下方に配設された減圧口
を介して減圧するため、間隙水圧が上昇する範囲を小範囲にとどめることができる。
【００１０】
　また、前記減圧口または前記減圧口の周囲に、前記二酸化炭素を検知する検知手段が配
設されていれば、排水路を介して二酸化炭素が流出することを防止できる。
【００１１】
　また、本発明に係る二酸化炭素の地中圧入方法は、内部に二つの隔離された流路を備え
る二酸化炭素圧入井を利用して地中に二酸化炭素を圧入する二酸化炭素の地中圧入方法で
あって、一方の前記流路を介して輸送された二酸化炭素を、前記二酸化炭素圧入井の先端
部に形成された圧入口から地中に圧入するとともに、前記二酸化炭素圧入井の先端部であ
って前記圧入口の下方に形成された減圧口から当該二酸化炭素圧入井内に流入した地下水
を、他方の前記流路を介して汲み上げることを特徴としている。
【００１２】
　かかる二酸化炭素の地中圧入方法によれば、圧入口からの二酸化炭素の圧入に伴い上昇
した間隙水圧を、圧入口の下方に設けられた減圧口から地下水を排出することにより低下
させるため、間隙水圧の上昇により引き起こされる地盤隆起、地下水の変動、地盤破壊等
を防止することが可能となる。
　また、減圧口が圧入口の下方に設けられているため、圧入口から注入された二酸化炭素
が減圧口から流出することが防止される。
【００１３】
　また、前記二酸化炭素の地中圧入方法において、前記減圧口または前記減圧口の周囲に
、前記二酸化炭素を検知する検知手段を配設し、前記検知手段が二酸化炭素を検知した場
合には、前記圧入口からの二酸化炭素の注入圧力を低下させてもよい。
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【００１４】
　かかる二酸化炭素の地中圧入方法によれば、二酸化炭素のプリュームが減圧口に接近或
いは到達した（二酸化炭素を検知した）場合に、二酸化炭素のプリュームの下面を押し上
げて（上昇させて）、二酸化炭素の漏洩を防止する。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の二酸化炭素圧入井および二酸化炭素の地中圧入方法によれば、簡易に構築する
ことが可能で、かつ、地中の間隙水圧の上昇を最小限に抑えることが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　以下、本発明の好適な実施の形態について、図面を参照して詳細に説明する。
　本実施形態では、深度１０００ｍ程度以深に存在する二酸化炭素貯留対象領域（以下、
単に「貯留層」という）に二酸化炭素を圧入する場合に使用する二酸化炭素圧入井および
二酸化炭素の地中圧入方法について説明する。
【００１７】
　貯留層Ｄ２は、図１に示すように、粘土層等の不透水層（以下、「遮蔽層Ｄ１」という
）の下方に存在する砂礫層等の透水層であって、貯留層Ｄ２の下方には、岩盤層等の不透
水層（以下、「貯留下部層Ｄ３」という）が積層されている。したがって、貯留層Ｄ２に
注入された二酸化炭素は、遮蔽層Ｄ１および貯留下部層Ｄ３により密閉されて、上下方向
に流出することがない。
　なお、二酸化炭素４０を貯留する貯留層Ｄ２の地質は、二酸化炭素４０の注入が可能で
あれが限定されるものではない。また、貯留層Ｄ２の深度や、地山状況等も限定されるも
のではない。
【００１８】
　二酸化炭素圧入井１は、先端部（下端部）が貯留層Ｄ２に配置されるように形成されて
いる。本実施形態では、二酸化炭素圧入井１の下端が貯留下部層Ｄ３の上面に当接するよ
うに二酸化炭素圧入井１を形成する。なお、二酸化炭素圧入井１は、先端部が貯留層Ｄ２
に配置されていればよく、必ずしも貯留下部層Ｄ３に接している必要はない。
【００１９】
　二酸化炭素圧入井１は、図１に示すように、外管２０と、外管２０の内部に配設された
内管３０と、からなる二重管１０により構成されている。
【００２０】
　外管２０は、地上部に配設された二酸化炭素貯蔵タンクＴ１に接続されており、コンプ
レッサＣを介して二酸化炭素貯蔵タンクＴ１の二酸化炭素４０を貯留層Ｄ２に圧送する圧
入路２である。
【００２１】
　外管２０には、内管３０が内装されている。この内管３０の外面と外管２０の内面との
間に形成された隙間を圧入路２として使用する。
　外管２０の下端部（先端部）には、圧入路２を介して圧送された二酸化炭素４０を貯留
層Ｄ２に排出（圧入）するための複数の圧入孔（圧入口）２１，２１，…と、内管３０を
介して排出される地下水５０を二酸化炭素圧入井１内に導入するための減圧孔（減圧口）
２２，２２，…が形成されている。
【００２２】
　圧入孔２１は、貯留層Ｄ２内であって、遮蔽層Ｄ１に近い位置に形成されている。一方
、減圧孔２２は、貯留層Ｄ２内であって、貯留下部層Ｄ３に近い位置に形成されている。
つまり、減圧孔２２は、圧入孔２１から間隔をあけて、圧入孔２１よりも低い位置に形成
されており、圧入路２を介して圧入された二酸化炭素４０が、そのまま排水路３を介して
地上に排出されることがないように構成されている。
【００２３】
　外管２０と内管３０との隙間の下部（圧入路２の下端）の圧入孔２１と減圧孔２２との
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間は、仕切リング２３により分割されており、二酸化炭素４０と地下水５０とが混合され
ることがないように構成されている。
【００２４】
　また、圧入路２の圧入孔２１近傍には、二酸化炭素４０の圧力計測等を行うための圧力
センサＳ１が配設されている。本実施形態では、圧力センサＳ１を仕切リング２３上に取
り付けているが、圧力センサＳ１の設置箇所は限定されるものではない。
【００２５】
　また、外管２０の外面であって、減圧孔２２の近傍（周囲）には、電気伝導度測定を行
うための電気センサ（検知手段）Ｓ２や、温度測定を行うための温度センサ（検知手段）
Ｓ３が配設されている。これらの電気センサＳ２や温度センサＳ３から得られたデータに
より、貯留層Ｄ２に圧入された二酸化炭素４０と地下水５０との境界面の検知を行うこと
が可能となる。なお、電気センサＳ２および温度センサＳ３の設置箇所は限定されるもの
ではなく、適宜配置することが可能である。また、各センサＳ１～Ｓ３の位置関係は限定
されるものではなく、適宜設定することが可能である。
　なお、本実施形態では、電気伝導度を測定することにより二酸化炭素の検知を行うもの
としたが、二酸化炭素のプリュームが減圧口へ接近したか否かを測定する検知手段の構成
は、これに限定するものではない。
【００２６】
　内管３０は、地上部に配設された貯水タンクＴ２に接続されている。内管３０の内空は
、貯留層Ｄ２の地下水５０を、ポンプＰを介して貯水タンクＴ２に排出する排水路３とな
る。
【００２７】
　内管３０の下端部（先端部）には、複数の吸水孔３１，３１，…が形成されている。吸
水孔３１は、外管２０に形成された減圧孔２２，２２，…を介して外管２０内に導入され
た地下水５０を、内管３０の内空に導入するために使用される。なお、本実施形態では、
減圧孔２２よりも内側であって、仕切リング２３以深の外管２０と内管３０との隙間の空
間も排水路３に含むものとする。
【００２８】
　吸水孔３１は、仕切リング２３よりも深い位置に形成されており、圧入路２を介して圧
送された二酸化炭素４０を吸引することがないように構成されている。
【００２９】
　減圧孔２２と吸水孔３１との間には、減圧孔２２から流入する地下水５０の圧力計測等
を行うための圧力センサＳ４が配設されている。なお、圧力センサＳ４の設置箇所は、例
えば内管３０の内空に設置するなど、限定されるものではない。
【００３０】
　また、内管３０には、排水路３の開閉を行う排水路開閉装置３２が配設されており、貯
留層Ｄ２内の地下水の圧力が大きいことにより地下水が急激に排出されること（圧力・流
量調整）や、貯留層Ｄ２にガスが溜まっていた場合にガスの流出を抑制すること（爆噴防
止）が可能に構成されている。
　なお、排水路開閉装置３２は必要に応じて配設すればよく、省略してもよい。また、排
水路開閉装置３２の設置箇所は、内管３０の坑口や中間部に設置するなど、限定されるも
のではない。
【００３１】
　二酸化炭素圧入井１の形成方法は限定されるものではなく、適宜公知の方法の中から選
定して行えばよい。
　例えば、ケーシングパイプ等を利用して掘削孔を削孔し、このケーシングパイプと二重
管１０とを交換する方法を採用してもよい。また、ケーシングパイプ等を介して掘削孔を
形成した後、ケーシングパイプ等の内側に二酸化炭素圧入井１を構成する二重管１０を挿
入した後、外側のケーシングパイプを抜き出す方法を採用してもよい。また、二重管を介
して形成された掘削孔に対して、二重管の内管を二酸化炭素圧入井１を構成する二重管１
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０に置き換える方法を採用してもよい。
【００３２】
　次に本実施形態に係る二酸化炭素の地中圧入方法について説明する。
　本実施形態の二酸化炭素の地中圧入方法は、圧入路２を介して輸送された二酸化炭素４
０を、圧入孔２１，２１，…から貯留層Ｄ２に圧入するとともに、この圧入孔２１，２１
，…の下方に形成された減圧孔２２，２２，…を介して二酸化炭素圧入井１内に流入した
地下水５０を、排水路３を介して汲み上げるものである。
【００３３】
　二酸化炭素４０の貯留層Ｄ２への圧入は、二酸化炭素貯蔵タンクＴ１と圧入路２との間
に配設されたコンプレッサＣを起動させることにより行う。本実施形態では、二酸化炭素
４０を気体の状態で圧入するものとするが、二酸化炭素は、液体、超臨界状態あるいは地
上部において水等に溶解させる等した液体として圧入してもよい。
　二酸化炭素４０を貯留層Ｄ２に圧入することにより上昇した地下水圧は、排水路３から
地下水５０を排出することにより減圧する。
【００３４】
　貯留層Ｄ２に圧入された二酸化炭素４０は、水よりも比重が小さいため、図１に示すよ
うに、貯留層Ｄ２の上部にプリューム状に滞留する。貯留層Ｄ２に圧入される二酸化炭素
４０は、二酸化炭素４０のプリューム４１を横方向に広がることが可能な圧力（静水圧Ｆ
よりも大きな圧力）を維持する。二酸化炭素４０の注入により間隙水圧が上昇した場合に
は、地下水５０を排水することにより間隙水圧の減圧を行う。
【００３５】
　二酸化炭素４０の圧入圧力は、静水圧Ｆ＋αで行う。αは大きいほど圧入量が増大する
ので、地層や孔壁の破壊等が発生しない範囲により行う。
　一方、地下水５０の排水圧力（排水路３内の圧力）は、静水圧Ｆ＋βとなるように制御
する。βは、間隙水圧の低減目標を勘案し、地下水５０の排出流量を二酸化炭素の圧入量
で割った数値により定める。なお、二酸化炭素４０のプリューム４１の内圧力は、静水圧
Ｆよりも若干高めの圧力を保持する必要があるため、βの値は、試験施工等により現地の
状況に応じて設定する必要がある。
【００３６】
　二酸化炭素４０の圧入の管理においては、貯留層Ｄ２に圧入された二酸化炭素４０が排
水路３から地上に排出されることを防止するために、二酸化炭素４０のプリューム４１の
下面が、減圧孔２２の位置まで下がらないように行う必要がある。
【００３７】
　本実施形態では、減圧孔２２の近傍に配設された電気センサＳ２により、電気伝導度測
定を行うことにより、二酸化炭素４０の減圧孔２２への接近を検知する。
　二酸化炭素４０を溶解した水は、電気伝導度が上昇するため、電気センサＳ２により電
気伝導度の変化の傾向を測定し、二酸化炭素４０のプリューム４１の下面（プリューム４
１と地下水５０との境界面）の接近を測定する。
【００３８】
　また、本実施形態では、減圧孔２２の近傍に配設された温度センサＳ３により、電気伝
導測定と同時に温度測定を行うことで、補足的にプリューム４１の下面の接近を予測する
。
【００３９】
　なお、二酸化炭素４０の減圧孔２２への接近の検知方法は、前記の方法に限定されるも
のではなく、適宜公知の方法により行うことが可能である。例えば、排水路３により排出
された地下水５０の二酸化炭素４０の濃度測定を行うことで、プリューム４１の下面の接
近の予測を行ってもよい。また、外管２０の外面であって、地山との接触部に超音波受信
子を設置して、弾性波速度の変化によりプリューム４１の下面の接近を予測する方法や、
外管の外面に設置された電極により地山の抵抗値を検知することでプリューム４１の下面
の接近を予測する方法、さらに、放射能検層によりプリューム４１の下面の接近を予測す
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る方法を採用するなど、プリューム４１の接近の検知方法は限定されるものではなく、適
宜行うことが可能である。
　また、二酸化炭素の検知方法は、１つの方法により単独で行ってもよいし、複数の方法
を組み合わせて行ってもよい。
【００４０】
　プリューム４１の下面の接近が検知された場合は、二酸化炭素４０の圧入圧力を低下さ
せるとともに、地下水５０の排水量を低下させる方法や、内管３０から水を圧入する方法
等により、プリューム４１の下面を上昇させる。
【００４１】
　以上、本実施形態に係る二酸化炭素圧入井および二酸化炭素の地中圧入方法によれば、
地中の間隙水圧の上昇を最小限に抑えることが可能となる。そのため、地盤隆起、地下水
位の変動、微小地震の発生、遮断層Ｄ１の力学的破壊等を防止することができる。
【００４２】
　また、圧入路と排水路とを１本の二酸化炭素圧入井１内に配設しているため、井戸の数
を削減することが可能となり、施工および管理の手間や費用の削減が可能となる。
　また、二酸化炭素４０の圧入域の直下で減圧を行うため、圧力上昇域の範囲を最小限に
抑えることが可能となる。
【００４３】
　以上、本発明について、好適な実施形態について説明した。しかし、本発明は、前述の
各実施形態に限られず、前記の各構成要素については、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で
、適宜設計変更が可能であることは言うまでもない。
　例えば、前記実施形態では、二酸化炭素圧入井として、二重管を採用する場合について
説明したが、二酸化炭素圧入井は、圧入路と排水路とを内部に備えたものであれば必ずし
も二重管である必要はなく、二重管に限定されるものではない。
【００４４】
　また、前記実施形態では、外管と内管との隙間を圧入路、内管の内空を排水路として使
用するものとしたが、外管と内管との隙間を排水路、内管の内空を圧入路としてもよい。
　また、検知手段は必要に応じて配設すればよく、省略することも可能である。
【００４５】
　また、前記実施形態では、外管に減圧孔を形成し、排水路に地下水を導入するものとし
たが、例えば、内管の先端を開放することで内管の先端の減圧孔としたり、内管の先端部
を外管の先端よりも突出させたうえで内管の側面に減圧孔を形成するなど、減圧孔の形成
箇所は限定されるものではない。
【００４６】
　また、前記実施形態では、圧入口および減圧口を二重管に孔を形成することにより構成
したが、圧入口および減圧口は、例えばスリット上に形成されていてもよく、その形状は
限定されるものではない。
　同様に吸水孔の形状も限定されるものではない。
【図面の簡単な説明】
【００４７】
【図１】本発明の好適な実施形態に係る二酸化炭素圧入井の概要を示す模式図である。
【符号の説明】
【００４８】
　１　　二酸化炭素圧入井
　２　　圧入路
　３　　排水路
　１０　二重管
　２０　外管
　２１　圧入孔（圧入口）
　２２　減圧孔（減圧口）
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　２３　仕切リング
　３０　内管
　３１　吸水孔
　３２　排水路開閉装置
　４０　二酸化炭素
　４１　プリューム
　５０　地下水
　Ｄ１　遮蔽層
　Ｄ２　貯留層（二酸化炭素貯留対象領域）
　Ｄ３　貯留下部層
　Ｓ１　圧力センサ
　Ｓ２　電気センサ（検知手段）
　Ｓ３　温度センサ（検知手段）
　Ｓ４　圧力センサ

【図１】



(9) JP 2010-142754 A 2010.7.1

フロントページの続き

(72)発明者  小川　豊和
            東京都新宿区西新宿一丁目２５番１号　大成建設株式会社内
(72)発明者  山本　肇
            東京都新宿区西新宿一丁目２５番１号　大成建設株式会社内
Ｆターム(参考) 4G075 AA04  CA05  DA02  EB27  EC25 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

